




































































































































































































































たハードルプHardorp, B.の「消費税と社会」（原題:Konsumsteuer und Ge-
sellschaftr'は，正統的ドイツ財政学の潮流から生まれた財政社会学的接
近方法37）を意識させる研究として注目に値する。
　ハードルプは，「将来においてきわめて多くを期待される消費課税徴収
の意義と，これによってわれわれの社会生活にもたらされると予想される
作用を，意識のなかに植えつけようとするのであれば，したがって，その
ために必要な租税体系に対する意識の変化をわれわれに引き起こそうとす
るのであれば，まず，いかなる形態であろうが徴税は，ある種の（しかし
つねに重要な）社会的意識関係を徴税形態それ自身のなかに編み込んで反
映しているということを，肝に命じておくのが望ましい」と前置きしなが
ら，「既存の徴税形態は，（長い時間の経過のなかで）社会自らが反映してき
た意識の集積なのであって，社会自らがそのあり方をコントロールする用
具として，また個人と社会全体との関係を規制する用具として，これを利
用できるのである」という認識の下38)徴税形態の歴史的検討によって社
会的意識の変化を明らかにしようと試みている。
　こうした社会的意識の変化を捉えて，未だに経験したことのない租税一
般の実施可能性に対する判定を下すことができるのであれば，支出税の実
施可能性に関する研究にとってきわめて有益な視点がもたらされるであろ
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うことは明白であるが，残念ながらハードルプの論文は，必ずしもそれに
成功しているとはいえない。
　ハードルプは，近代における徴税形態の進歩を「間接税から直接税へ」
という契機によって説明しようとするが，まず間接税と直接税の定義がま
ったくなされていない。中世以前から部分的には近代まで継続されている
各種の収益課税が，ことごとく間接税というカテゴリーに分類され，所得
税の形成まで直接税が存在しなかったかのような印象を与える議論の展開
は説得力を欠いていると推断されてもやむをえないだろう３９）ｏ
　たとえ間接税・直接税といった定義の問題を度外視するとしても,間接
税から直接税に移行したとされる時期がきわめて曖昧であることに加えて，
個人対国家の関係の変化（利潤追求の意識・個人主義的経済思想の一般化），
簿記の普及（会計実務家・租税実務家の出現），担税力に対する認識，マクロ
経済的な問題領域の認識などをメルクマールとし，間接税から直接税へと
移行したとするハードルプの主張が妥当であるとする確かな証拠はあまり
にも少ない４0）。
　なによりも決定的なのは，それぞれの歴史的社会のあり方が，十分に特
徴づけられていない上，ハードルプが社会的意識と呼ぶものが十分に限定
されていないという点である。確かに，近代以前の分析に際してマックス
・ウェーバーWeber, Maxの支配に関する理念型に準じた概念などを一
部に示掲げてはいるものの，社会的意識と支配関係との結節点は必ずしも
明示されていない。近代以降については，社会的意識を構成する要素を個
人と企業という二つのモメントにおいてみているが，そこでは近代以前の
分析の際に依拠していた支配関係の理論は消失してしまっている。支配関
係の理論を応用する手法の是非については，高度に社会学的な判断を要請
されるため，ここでこれ以上論究しないとしても，社会的意識の問題に接
近する際には，少なくとも従来正統的財政学の範疇でも取り扱われてきた，
国家のあり方あるいは国家観に関する研究成果への言及が行われてしかる
べきである。ところが，残念なことにハードルプ論文にはこうした記述は
ほとんど見当たらない。
　社会的意識と国家観を全く別の問題とするなら，たとえばシュムペータ
ーが財政の社会学的分析の必要性を説く際に示した「全人格を超人格的な
目的体系の中にはめこまれた体制（封建制）が崩壊し，各家族の個別経済
というものがそれ自身の生活の中心点になって，そこに一つの私的領域が
基礎づけられる。これにたいしては，今や，公共的領域が明確な輪郭をも
ったものとして対立する新しい体制（近代国家）が生まれる」という認識４１）,
つまり，私的領域と公共的領域の分離あるいは対立が，近代国家の創成過
程と同時に進行しているという認識を軽視することになってしまう。ここ
でシュムペーターが提起したのは，近代国家の成立が租税の一般的徴求権
抜きには語れないという財政史的な視点と並んで，公私の経済領域・生活
領域の境界がいかに定められてきたか，あるいはいかに定められうるのか，
言い換えれば「公共性」とは何であるのかという，ある面では歴史的とい
うよりもすぐれて理論的な問題であったが，社会的認識といった社会学的
なターミノロジーを用いながら，国家あるいは公共性の問題を回避するの
は，樹を見て森を見ないに等しいのではなかろうか42）。
－57－
　ハードルプの議論をさらに検討していくと，たとえば，税収確保という
国庫的観点と徴税制度に対する社会的意識との対立や源泉徴収制度が社会
的意識に対してもたらした影響が全く顧慮されていない，という難点も浮
かび上がってくるが，むしろ，租税体系の中立性公準と徴税に対する今後
の社会的認識を重ね合わせている点がより懸念される。おそらく，理念の
ひとつの類型である中立性公準を現実の社会的認識に反映させたいという
論者白身の価値判断が働いていると推定されるが，社会成員の大多数が中
立性公準こそ租税体系の核心であると認識する可能性についての客観的な
証拠は掲げられていない４３）。最終的なハードルプの提案は，垂直的公平に
も配慮した現行付加価値税の改良という点に落ち着き４４）,支出税について
も,さらなる租税技術的な工夫さえ考案されればその実施可能性は高まる
と前向きの評価を与えているが，社会的認識との関連はつまびらかにされ
ていない。また，支出税実施の際の租税技術的な工夫が具体的になにを指
すのかも言及されていない。
　以上で指摘したとおり，ハードルプの議論は，問題の大きさに比して，
けっして万全のものとはいえないが，支出税の実施可能性を多面的に検討
するための準備という点からすれば，その出発点として十分に評価すべき
－58－
ものであると思われる。少なくとも，英米系の支出税論にない，ドイツ的
な意味での独自性を示しうる貴重な論点を多く含んでいるといえよう。
　Ⅳ．結　び
　本稿では，支出税体系一般の論拠形成と実施可能性に関する問題点とい
う観点から，『消費指向型租税体系の構築』45)に収録されたローゼ論文と
ハードルプ論文の二つをとくに選んで，ドイツにおける支出税研究の現状
に検討を加えた。ローゼ論文における支出税の論拠構成については，必ず
しも独自性が発揮されていないという指摘を行った。このような指摘に対
しては，理論的な研究に際しては個別性よりも普遍性が重視されるという
批判を被ることになるだろうが，筆者は,個別的な制度および制度の変遷
に適合したかたちでの論拠があって初めて租税政策的なリアリティが高ま
るとの判断から，英米的な制度論を前提にした論拠構成に全面的に依拠し
ないという立場をとるものである。その意味では，歴史学派に連なるドイ
ツ的な研究手法を消費課税の問題に応用しようとしたハードルプ論文に実
施可能性の研究という点からの独自性を見いだしたが，なお克服すべき問
題点は多いとの指摘も行った。
　しかしながら，ハードルプ論文にドイツ財政学の可能性をより強く感じ
－59－
たことはたしかであり，彼が意図したような成果が生みだされることによ
って，ドイツにおける支出税論の論拠構成はより深化していくのではない
かと考えている。筆者の支出税研究も，ローゼ論文，ハードルプ論文の難
点を共有しており，彼らに対する批判的検討は自らの支出税研究の問題点
をあぶりだすこととなった。それははからずも,支出税の問題における財
政社会学的な分析の要請となって跳ね返ってくるが，財政社会学的分析に
ついては，残念ながら確立された手法が依然として見当たらないというの
が現状である。これはむしろ今後の財政学研究の課題として留意すべきで
あろう。このとき，シュムペーターの次のような言葉もあわせて明記され
る必要があるかもしれない。
　｢あらゆる他の社会的制度の場合とおなじく，整合性を欠いた租税体系
も永遠に生きながらえるわけではない。つぎの時代への潮流は緩慢だがた
しかに流れているものなのだ。所得税も，それが生み落とした経済的な形
態やメンタリティとともにやがては消滅することになろう｣46)
－60－
